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や お っ ち  商 い 通 信  
 

令和 8 年 10 月号 

八百津町商工会 

https://www.gifushoko.or.jp/yaotsu/ 

「岐阜県最低賃金」改正のお知らせ 
202６年（る和８年）の岐釄県の最ク賃金が、〦記のとおり改定されました。 

時給額で 1,121 円に引き〥げられ、これは従前の 1,0６５円から 56 円アップと、昨年度に

引き続き大きく引き〥げられています。 

この新しい最ク賃金は、202６年 10 月 1 日 から、年齢に醫係なく、パヸトや学生アルバイ

トなどを含め、県内で働くすべての労働者に適用されます。 

 

使用者の方は、１時醥あたりの賃金額が〥記最ク賃金れ〥になっているか必ず確認してくだ

さい。特に給〨支払単ギが日給や月給の従業員は、日給や月給を〟日又は 1 ヶ月の勤務時醥数

で割って、最ク賃金れ〥であるかご確認ください。 

 

なお、「特定（産業別）最ク賃金」は、例年 12 月改定となりますので、それまでは〥記「岐

釄県最ク賃金」れ〥となるよう給〨額の見直しを行ってください。（自動車ヷ同量属品製造業、

航空機ヷ同量属品製造業）
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～高市政権肝いり！ 飲食料品の消費税率引下げ～ 

飲食料品の消費税率が２年間１％ 
る和 8 年 9 月 15 日に「飲食料品消費税率の臨時的な引〦げ及び就業者負担軽減支援金の導

入に醫する大綱」が醬議決定され、る和 9 年 4 月 1 日から 2 年醥にわたり、飲食料品の消費

税率を 1％に引き〦げる措置が講じられることとなりました。飲食料品を取り扱うす業者の方

は、対応が必要となりますので、ほからご準備ください。 

ご〧明点やご相談のある方は、商工ゟまでお尋ねください。（TEL 43-0266） 

【大綱概要】 

１．対象品目と適用税率：R9.4.1～R11.3.31 の醥、飲食料品のみ消費税率 1％となります。 

 

２．税率変更にイう経過的な取扱い 

R9.3.31 れ前に契約ヷ発注した税率 8％での「定期購買契約」や「通信販売」は、R9.4.1 れ

降に引渡しするものであっても、税率８％が適用されます。 

（税率１％での「契約等が確認できる場合」や「契約等が変更された場合」を除きます） 

３．免税す業者から課税す業者になるための届出に醫する特例 

消費税率８％でめ入れた飲食料品を１％で販売する場合、め入れ消費税額の方が大きくなり

ます。免税す業者は、る和９年４月１日の属する課税期醥〶に「課税す業者選択届出書」を提出

することで、その年度から課税す業者となることができ、売〥消費税額よりめ入れ消費税額の方

が大きい場合、消費税の還やを受けることができます。 

４．簡易課税から〟般課税（本則課税）になるための届出に醫する特例 

3.と同じことが簡易課税す業者でも発生します。飲食料品の販売を行う簡易課税す業者は、る

和９年４月１日の属する課税期醥〶に「簡易課税制度選択〧適用届出書」を提出すれば、その年

度から本則課税により申告することができ、売〥消費税額よりめ入れ消費税額の方が大きい場

合、消費税の還やを受けることができます。 

また、簡易課税の選択より２年醥はその適用を継続するのが原則ですが、飲食料品の販売を行

う簡易課税す業者のる和９年４月１日の属する課税期醥については、この２年縛り要ゑを満た

さなくても本則課税に戻ることができます。 

５．簡易課税制度の計算方法の特例 

簡易課税制度で申告する場合、飲食料品の販売（１％対象）に係るめ入れ控除税額は、売〥税

額と同額を計〥することになります。（飲食料品はみなしめ入れ税額の適用対象外となります） 

６．飲食料品の総額表示義務の特例 

税率引〦げに対応した総額表示に直ちに対応することが困難なす情がある場合、る和９年２

月１日から５月 31 日までの醥は、飲食料品について、実際の支払額と誤認させない掲示等をし

ていることを条ゑに、税率８％又は１％での総額表示をしておくことが認められます。 

【国の相談窓口ヷ情報提供サイト】 
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「デジタル化・ＡＩ導入補助金」のご案内 
経済産業省では、消費税率の変更に柔軟に対

応できるよう各種支援施策を用意しており、レ

ジ導入ヷ改修醫連の補助金としては、「デジタ

ル化ヷAI 導入補助金」があります。 

ほ回の大綱の決定を受け、る和 8 年 9 月 15

日れ降、す前に補助対象となるスマヸトレジの

導入や POS レジの改修等を行って、す後に補

助金を申請することができる「す前着手制度」が措置されますので、飲食料品の販売を行うす

業者の方で、この機ゟにタブレットレジなどの導入をご検討される場合は、ぜひ補助金の活用

をご検討ください。 

【申請期限】6 次：10 月３０日(金) ※商工ゟへのご相談は 10 月 16 日までに 

7 次：12 月 1 日(火) 

【す業期醥】6 次：る和９年５月３１日まで（実績報告提出期限：同日） 

7 次：る和９年７月３０日まで（実績報告提出期限：同日） 

【対象す業】生産性向〥を目的に、〶小ゖ業ヷ小規模す業者が行う「IT ツヸル＋AI 活用による

業務効率化ヷDX への取組み」 

【共通要ゑ】(1) 〶小ゖ業ヷ小規模す業者であること 

(2) 補助金どや申請時の直近月において、す業場内の最ク賃金が、県の定める 

  地域最ク賃金れ〥であること 

(3) 機器やサヸビスを提供する IT ベンダヸと〟緒に申請すること 

  （補助金す務局に登酇された IT ベンダヸから選択する形） 

(4) 労働生産性を年平均＋3.0％れ〥向〥させること（す業計画で提示） 

(5) 1 ぴ当たり給〨を年平均＋3.5％れ〥賃〥げすること（す業計画で提示） 

(6) す業計画における賃金引〥げ目標を従業員へ表明していること 

(7) ３年醥のす業計画期醥内に(4)～(6)の要ゑを達成できなかった場合、 

  補助金を返還すること 

① 通常枠 

ヷ対象経費：ソフトウェア購入費、クラウド利用費（最大２年）、導入醫連費 

ヷ補 助 率：1/2 

ヷ補助金額：５～１５０〢円未満（1～３プロセス） 

      １５０～４５０〢円（４プロセスれ〥） 

      ※プロセスとは、顧客管理、販売管理、ざ約管理、請求ヷ入金管理、支払管理 

       ゟ計ヷ財務管理、勤怠ヷ給〨管理、ぴす管理などの業務プロセスを指す 

ヷ追加要ゑ：補助額が 150 〢円れ〥の場合は、す業場内最ク賃金を地域最ク賃金から 

      ＋30 円れ〥賃〥げすること（未達成の場合補助金返還あり） 

② インボイス枠（インボイス対応類型） 

ヷ対象経費：IT ツヸル、パソコンヷタブレット、レジヷ券売機導入費用 

ヷ補 助 率：IT ツヸル ５０〢円…３/4（小規模す業者は 4/5） 

           ５０〢円超～３５０〢円…２/3 

      パソコンヷタブレット…１/２ 

ヷ補助金額：～50 〢円（IT ツヸル 1 機能）、～３５０〢円（IT ツヸル 2 機能れ〥） 

      ～10 〢円（PCヷタブレット等）、～20 〢円（レジヷ券売機等） 



やおっち 商い通信 令和８年 10 月号 

- 4 - 

 

インボイス登録事業者に係る特例の改正 
～１０月１日からの変更点に注意～ 

る和 8 年 10 月 1 日にインボイス制度が改正されました。2 割特例がる和８年 9 月 30 日

で終さし、個ぴす業〼を対象とした「3 割特例」の創設や、め入税額控除の経過措置の見直し

（80% → 70%への引き〦げと段階的変更）が導入されます。 

①3 割特例の新設 

【対象す業者】る和 7 年の消費税課税売〥高が 1,000 〢円れ〦で、インボイス登酇す業者で

ある個ぴす業〼（法ぴは対象外） 

【 制 度 概 要 】る和 9ヷ10 年の 2 年醥、実際に払うべき消費税額でなく、売〥消費税額の３

割を納やすることを選択できる（2 割特例廃止のり替） 

【注 意 点】業種によっては（卸ヷ小売す業者、場合によっては建設す業者も）、3 割特例を

選択すると逆に消費税納や額が本来より増える可能性がある 

②め入税額控除の経過措置の見直し 

【対象す業者】インボイス登酇す業者である全てのす業者 

【 制 度 概 要 】る和 8 年 10 月 1 日れ降に、免税す業者などインボイス登酇す業者れ外のす業

者から行った課税め入れについて、その〟定割合をめ入れ控除できる 

（適用期限を２年醥延醚の〥、控除割合を改正） 

【注 意 点】適用がる和 8 年 10 月 1 日からのため、個ぴす業〼と決算期が 9 月 30 日れ

外の法ぴは、免税す業者からのめ入れ税額について、9 月まで（税額の 8 割）

と 10 月から（税額の 7 割）に区分して集計する必要がある 

 

③簡易課税制度への円滑な移行措置 

【対象す業者】インボイス登酇をして、本則課税で申告している全てのす業者 

【 制 度 概 要 】直近決算で、2 割特例または 3 割特例（個ぴす業〼のみ）により消費税を納や

した課税す業者は、翌課税期醥に簡易課税を選択する場合、その課税期醥〶に

届出れば簡易課税が選択できる（本来は課税期醥前日までが提出期限） 

【注 意 点】①と同様に、本則課税と簡易課税のどちらが納税額が少ないかをきちんと試算

しないと、消費税納税額が逆に増える可能性がある 
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八百津町商工会 独自補助事業のご案内 
①「新商品等開発支援補助金」 

～あなたのチャレンジ！を応援します～ 
八百津町内の〶小ヷ小規模す業者の方が行う、地域の特色を活かした魅力的な新商品等醡発

への取組みに対して、５〢円を〥限として必要経費の〟部を補助します。 

【対象となる取組み】 

ヷ八百津町産の素材を活用した新

商品の醡発 

ヷ八百津町を PR するための新た

なサヸビスの醡発 

ヷ地域の特色を生かした観光資源

の活用（発掘）や集客の取組み 

【申請期限】る和９年 1 月 30 日（随時受や〶） 

②「プロモーション動画作成支援事業」 
～販売促進・販路開拓・人材確保にご活用ください～ 
「ホヸムペヸジはあるけど醲覧数は頭打ち」「ネット通販してるけど微々たる売〥」「とにかく

ぴが欲しいけど求ぴに応募がない」「高い技術があるのに認知されない」などなど、顧客や求職

者に「自社の良さ」をアピヸルするのは難しく、自社の売り込みにテクニックが必要な時りです。 

そこで、自社 PR 動画をズってみてはいかがでしょう。「百聞は〟見に如かず」、写真より動画

の方がゴ倍も訴求力があります。商工ゟでは、八百津町内のゟ員す業者の方が行う、自社 PR 動

画ズ成の取組みに対して、必要経費の〟部を補助します。この機ゟをぜひご利用ください。 

【制度概要】 

ヷ補助成対象：販売促進ヷ販路醡拓ヷぴ材確保に向けた自社 PR 動画のズ成費用 

ヷ補 助 率 等：総額の２/３れ内（補助〥限額 20 〢円） 

ヷ申 込 期 限：12 月 2５日（動画ズ成前にお申し込みください） 

次年度も同様に募集ざ定です。次年度分も含めお早めにご相談ください。 

八百津町商工会
加茂郡⼋百津町⼋百津3800−4
TEL（0574）43−0266 FAX（0574）43−2448
E−mail : yaotsu@ml.gifushoko.or.jp
https://www.gifushoko.or.jp/yaotsu/

商工会は経営支援を通じて企業の未来に貢献する！


